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令和 ７ 年 度   伊 予 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

（総   則） 

第１条 令和７年度伊予市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（1）接 続 件 数 ７，７２０件 

（2）年 間 処 理 水 量 １，７７０，２５０㎥ 

（3）一 日 平 均 処 理 水 量 ４，８５０㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 下水道事業収益 ９３１，１７０千円 

第１項 営 業 収 益 ３７９，７８８千円 

第２項 営 業 外 収 益 ５５１，３８０千円 

第３項 特 別 利 益 ２千円 
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   支   出 

第１款 下水道事業費用          ９３１，１７０千円 

第１項 営 業 費 用         ８７３，６５６千円 

第２項 営 業 外 費 用          ５５，６６９千円 

第３項 特 別 損 失             ３４５千円 

第４項 予 備 費           １，５００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３１，４５４千円は、 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１５，８８１千円、過年度分損益勘定留保資金６５，２０３千円、当年度分損益勘定

留保資金１５０，３７０千円で補てんするものとする。）。 

 

   収   入 

第１款 資本的収入            ５２５，５９３千円 

第１項 企   業   債        １６０，９００千円 

第２項 出   資   金        ２１９，１８３千円 

第３項 補   助   金        １４０，０００千円 

第４項 分担金及び負担金          ５，５１０千円 

 

   支   出 

第１款 資本的支出            ７５７，０４７千円 

第１項 建 設 改 良 費        ３２７，５２５千円 

第２項 企 業 債 償 還 金        ４２８，５２２千円 

第３項 予   備   費          １，０００千円
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（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事業名 総額 年度 年額割 

１.資本的支出 １.建設改良費 

大谷ポンプ場他排水施設改修事業 ３３５，０００千円 令和７年度 １９０，０００千円 

大谷ポンプ場（その２）排水施設改修事業 ２６０，０００千円 
令和７年度 ７０，０００千円 

令和８年度 １９０，０００千円 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 160,900千円 

１．普通貸借又は証券発行に

よる。 

２．事業又は企業財政の都合

により翌年度以降に繰越して

借入れすることができる。 

年 3.0％以内 

 ただし、利率見直し方式で借り

入れる政府資金及び地方公共団体

金融機構資金について、利率の見

直しを行った後においては、当該

見直し後の利率。 

借入先の融通条件による。 

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還若しく

は低利に借換えすることがで

きる。 
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合におけるこれらの経費の各項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費      ５８，９１６千円 

 

（他会計からの補助金） 

第 10 条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３８４，９８１千円と定める。 

 

 

令和７年２月１７日 提出 

伊予市長  武 智   典 
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１．注記表

　 ２．令和７年度　伊予市下水道事業会計予算実施計画

３．令和７年度　伊予市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

４．給与費明細書

５．継続費に関する調書

６．債務負担行為に関する調書

７．令和６年度　伊予市下水道事業会計予定損益計算書

８．令和６年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

９．令和７年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

予　算　に　関　す　る　説　明　書



 



注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針 
  １ 固定資産の減価償却の方法 
   （１）有 形 固 定 資 産 
      減 価 償 却 の 方 法         定額法による 
      主 な 耐 用 年 数 

建 物          ８～５０年 
構 築 物         １５～５０年 
機械及び装置          ６～５０年 
車両運搬 具             ４年 
工具、器具及び備品        ５～８年 
リース資 産         １０～２０年 

  ２ 引当金の計上方法 
   （１）退 職 給 付 引 当 金 
       本市は、愛媛県市町総合事務組合に加入し、下水道事業会計は一般会計を通じ負担金を拠出している。一般会計と

の取り決めにより、不足が生じた場合等の追加的な費用は一般会計がその全額を負担することとなっているため、退

職給付引当金は計上していない。 
（２）賞与引当金・法定福利費引当金 

       職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における翌年度支払見込額のうち、当年度の負担に属

する額を計上している。 
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   （３）貸 倒 引 当 金 
        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては貸倒設定率を５０％とし、回収不能見込額を計上している。 
  ３ 消費税及び地方消費税の会計 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 
 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書関連 
  重要な非資金取引            
    該当なし。 
 
Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

１ 引当金の目的使用による取崩し 

 令和６年度予定 
（自 令和６年４月１日 
 至 令和７年３月３１日） 

令和７年度予定 
（自 令和７年４月１日 
 至 令和８年３月３１日） 

賞与引当金 ２，９１９千円 ３，７９１千円 

法定福利費引当金 ６５５千円 ８４６千円 

貸倒引当金 ４６４千円 ５０３千円 
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Ⅳ セグメント情報の開示 
  １ 報告セグメントの概要 
    伊予市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、各事業で

運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の３つを報告セグ

メントとしている。 
    なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 公共下水道事業区域内における汚水雨水の排除 

特定環境保全公共下水道事業 特定環境保全公共下水道事業区域内おける汚水の排除 

農業集落排水事業 農業集落排水事業区域内における汚水の排除 

 
  ２ 報告セグメントごとの営業収益等 
    当年度（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月３１日） 

（単位：千円） 

項目 公共下水道事業 特定環境保全公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 342,188 11,000 26,600 379,788 

営業費用 699,841 55,155 118,660 873,656 

営業損益 △357,653 △44,155 △92,060 △493,868 
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経常損益 998 245 600 1,843 

その他の項目     

 他会計補助金 288,665 32,123 64,193 384,981 

 減価償却費 414,815 26,215 50,634 491,664 

 特別利益 2 0 0 2 

 特別損失 200 45 100 345 

 有形固定資産の増加額 316,200 1,000 3,000 320,200 

 
Ⅴ その他の注記 
  １ リース会計に係る特例措置 
     所有権移転ファイナンス・リース取引 
      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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（収　　　入）
款 項 目 備　　　　考

1． 下 水 道 事 業 収 益 931,170 千円

1． 営 業 収 益 379,788
1． 下 水 道 使 用 料 277,600
2． 雨 水 処 理 負 担 金 102,179
9． そ の 他 営 業 収 益 9

2． 営 業 外 収 益 551,380
1． 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
2． 他 会 計 補 助 金 282,802
3． 補 助 金 7,500
4． 長 期 前 受 金 戻 入 260,210
5． 消費税及び地方消費税還付金 1
6． 雑 収 益 866

3． 特 別 利 益 2
2． 過 年 度 損 益 修 正 益 1
3． そ の 他 特 別 利 益 1

（支　　　出）
款 項 目 備　　　　考

1． 下 水 道 事 業 費 用 931,170 千円

1． 営 業 費 用 873,656
1． 管 渠 費 23,581
2． ポ ン プ 場 費 44,643
3． 処 理 場 費 264,587
4． 総 係 費 49,180
5． 減 価 償 却 費 491,664
9． そ の 他 営 業 費 用 1

2． 営 業 外 費 用 55,669
1． 支払利息及び企業債取扱諸費 48,667
2． 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 7,000
3． 雑 支 出 2

3． 特 別 損 失 345
4． 過 年 度 損 益 修 正 損 345

4． 予 備 費 1,500
1． 予 備 費 1,500

令和７年度 伊予市下水道事業会計予算実施計画

（　収　益　的　収　入　及　び　支　出　）

予　　定　　額

予　　定　　額
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（収　　　入）

款 項 目 備　　　　考

1． 資 本 的 収 入 525,593 千円

1． 企 業 債 160,900

1．
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

160,900

2． 出 資 金 219,183

1． 他 会 計 出 資 金 219,183

3． 補 助 金 140,000

1． 国 庫 補 助 金 140,000

4． 分担金及び負担金 5,510

1． 受 益 者 負 担 金 5,510

（支　　　出）

款 項 目 備　　　　考

1． 資 本 的 支 出 757,047 千円

1． 建 設 改 良 費 327,525

1． 管 渠 整 備 事 業 費 24,500

2． ポ ン プ 場 整 備 事 業 費 285,000

3． 処 理 場 整 備 事 業 費 10,700

6． リ ー ス 債 務 支 払 額 7,325

2． 企 業 債 償 還 金 428,522

1． 企 業 債 償 還 金 428,522

3． 予 備 費 1,000

1． 予 備 費 1,000

（　資　本　的　収　入　及　び　支　出　）

予　　定　　額

予　　定　　額
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⒈

受取利息及び受取配当金 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 48,667,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 242,092,770

小　　　計 290,758,770

支払利息及び企業債取扱諸費 48,667,000

未収金の増減額（△は増加） 1,000,570

前受金の増減額（△は減少） △ 1,664,800

未払金の増減額（△は減少） △ 1,000,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 25,000

長期前受金戻入額 △ 260,210,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

減価償却費 491,664,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 61,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 35,000

資産減耗費 0

令和７年度　伊予市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益 12,304,000
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⒉

⒊

資金期首残高 335,688,696

△ 7,325,000

 企業債の償還による支出 △ 428,522,000

219,183,000

資金増加額（又は減少額） 27,519,679

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入 160,900,000

建設改良費等の財源に充てるための

資金期末残高 363,208,375

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 55,764,000

他会計からの出資による収入

ファイナンス・リース債務の返済による支出

5,009,091

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 158,809,091

分担金による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 291,090,910

国庫補助金等による収入 127,272,728
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( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7 人

( )

( 0 ) 人

7 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7 人

( )

( 0 ) 人

7 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( )

( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

　給　　与　　費　　明　　細　　書

一 般 職

（１）総　　括

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 28,009 16,483 44,492 9,711 4,713 58,916

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計 28,009 16,483 44,492 9,711 4,713 58,916

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 27,234 15,165 42,399 9,346 4,632 56,377

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計 27,234 15,165 42,399 9,346 4,632 56,377

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 775 1,318 2,093

81 2,539

365 81 2,539

資 本 勘 定 支 弁 職 員

職員手当の

内　　　訳

区 分

比 較

合 計 775 1,318 2,093 365

比 較

前 年 度

本 年 度

区 分

前 年 度

本 年 度

初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
地域手当 期末勤勉手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

（　　　）内は短時間勤務職員について外書きで記載

扶養手当
千円

1,278

936

342

住居手当
千円

903

1,143

△ 240

管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当
千円 千円 千円 千円 千円 千円

754 150 7,677 743

754 177 7,249 716

0 △ 27 428 27

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

賞与引当金繰入額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

132 3,826

132 3,618

0 208

児童手当
千円

1,020

440

580
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7 人

( )

( 0 ) 人

7 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7 人

( )

( 0 ) 人

7 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( )

( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

児童手当
千円

1,020

440

580

208

3,618

比 較 0

3,826

前 年 度 132

132

賞与引当金繰入額

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

27

区 分 初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
地域手当 期末勤勉手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

7,249 716

比 較 342 △ 240 0 △ 27 428

前 年 度 936 1,143 754 177

千円 千円

1,278 903 754 150 7,677 743

期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円

81 2,539

（　　　）内は再任用短時間勤務職員について外書きで記載

職員手当の

内　　　訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当

合 計 775 1,318 2,093 365

2,539

資 本 勘 定 支 弁 職 員

4,632 56,377

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 775 1,318 2,093 365 81

合 計 27,234 15,165 42,399 9,346

56,377

資 本 勘 定 支 弁 職 員

4,713 58,916

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 27,234 15,165 42,399 9,346 4,632

合 計 28,009 16,483 44,492 9,711

4,713 58,916

資 本 勘 定 支 弁 職 員

職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 28,009 16,483 44,492 9,711

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料
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  イ　会計年度任用職員

( ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人

( )

( ) 人

人

( ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人

( )

( ) 人

人

( ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人

( )

( ) 人

人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

（　　　）内はパートタイム会計年度任用職員について外書きで記載

職員手当の

内　　　訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

比 較

区 分 初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
地域手当 期末勤勉手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

賞与引当金繰入額

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

比 較

児童手当
千円
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区 分 増 減 額 説 明

千円 千円

　会計年度任用職員以外の職員に係る異動状況

（現に在職する職員数）

7 人 0 人

7 人 0 人

0 人 0 人

採用　0（0）人　　退職　0（0）人　　異動　0（0）人

職 員 手 当 1,318

制度改正に伴う
増減分

778
人事院勧告の内容に準ず
る職員手当の改定

その他の増減分 540 職員の異動等

その他の増減分 △ 244 職員の異動等

(再任用短時間勤務職員数）

本年度

前年度

増　減

　採用退職の状況等（令和6年1月2日～令和7年1月1日の実績等による）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 備 考

給 料

給与改定に伴う
増減分

人事院勧告の内容に準ず
る給与改定

775

911

昇給に伴う増加分 108
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ウ　級別職員数

平 均 給 料 月 額 （円）

（歳）

５ 級 (        )

(        )
平 均 給 与 月 額 （円）

４８歳 １０月

平 均 給 料 月 額

（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

令和７年１月１日現在

平 均 年 齢

４７歳 ９月

331,634

220,000

188,000

級

令和６年１月１日現在

区 分 事 務 ・ 技 術

324,208

368,106

令和６年１月１日現在

区 分

高 校 卒

イ　初　任　給

（円）

（歳）

事務・技術（円）

188,000

行政職（一）（円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢

大 学 卒 220,000

高 校 卒

大 学 卒

区 分

(        )
7 100.0

計 (        )

６ 級 (        )

７ 級 (        ) (        )

５ 級 (        ) (        )
2 28.6

３ 級 (        ) (        )
1 14.2

(        )

１ 級 (        ) (        )

４ 級 (        ) (        )
2 28.6

２ 級 (        ) (        )
2 28.6

７ 級 (        ) (        )

計 (        ) (        )
7 100.0

2 28.6

(        )

(        )
1 14.2

２ 級

(        )

４ 級 (        )
28.6

2

１ 級 (        )

303,398 令和７年１月１日現在
６ 級 (        )

(        )

(        )

一 般 会 計 の 制 度

職員数（人） 構成比（％）
区 分

事 務 ・ 技 術

(        )
2

28.6

３ 級

(        )
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職員数（Ａ）　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

職員数（Ａ）　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

71.4

5

5

7

5

7

5

71.4

エ　昇　　　給

71.4

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％）

本

年

度

前

年

度

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 71.4

事 務 ・ 技 術

7

5

（級別の基準となる職務）

部　長

区 分 合 計
事 務 ・ 技 術

7

5

代 表 的 な 職 種

1

4 4

1

７ 級

主  事
技  師

主  任 主　査 係　長 課長補佐 課　長

６ 級区 分 ２ 級 ３ 級 ４ 級１ 級 ５ 級

号給数別内訳

号給数別内訳

－　18　－



オ　期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

(1.200) (1.200) (2.40)

2.300 2.300 4.60

(1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50

(1.200) (1.200) (2.40)

2.300 2.300 4.60

（　　　）内は再任用職員に係る率

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期

退 職 特 例 措 置
（2％～20％加算）

一 般 会 計 の
制 度

（ 支 給 率 等 ）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（2％～20％加算）

有

差 異 の 内 容

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

通 勤 手 当

同 じ

同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同 じ

職制上の段階、職務の
等級による加算措置

本 年 度

前 年 度

備 考
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）

有

有

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分

住 居 手 当

区 分

扶 養 手 当

キ　その他の手当

一 般 会 計 の 制 度
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国庫補助金 企業債 出資金
当年度損
益勘定留
保 資 金

令和 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

計 335,000 165,000 165,000 5,000 145,000 190,000 335,000 100.0

計 260,000 130,000 130,000 70,000 70,000 190,000 100.0

145,000 145,000 43.3６年度 45,000 22,500 22,500

190,000 73.1８年度 190,000 95,000 95,000

70,000 26.935,000 70,000

年　度 年割額

同　左　の　財　源　内　訳
款 項

1.資本的
　支出

1.建設改
  良費

７年度 70,000 35,000

事業名

全　　　体　　　計　　　画
 前前年度
 末までの
 支払義務
 発生額

 前年度末
 までの支
 払義務発
 生(見込)
 額

 当該年度
 支払義務
 発生予定
 額

　　 継　続　費　に　関　す　る　調　書

 当該年度
 末までの
 支払義務
 発生予定
 額

 翌年度以
 降の支払
 義務発生
 予定額

 継続費の
 総額に対
 する進捗
 率

備　考

５年度 100,000 50,000 50,000

56.7

逓次繰越
100,000千円

７年度 190,000 92,500 92,500

 大谷ポン
 プ場他排
 水施設改
 修事業

 大谷ポン
 プ場（そ
 の２）排
 水施設改
 修事業

190,000 190,0005,000
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期　　間 期　　間 国庫補助金 企業債 その他

千円

水 洗 便 所 平成１７年度 令和７年度 使用料収入

改 造 資 金 ～ 1,241 ～ 限度額に同じ

利 子 補 給 金 令和６年度 利子補給期

間終了年度

千円 千円 千円 千円 千円

包 括 的 施 設 令和７年度 使用料収入

管 理 業 務 470,000 令和６年度 152,964 ～ 317,036 317,036
委 託 事 業 令和８年度

千円 千円 千円 千円 千円

脱 水 汚 泥 令和元年度 令和７年度 使用料収入

移 送 設 備 46,000 ～ 22,528 ～ 23,472 23,472
更 新 事 業 令和６年度 令和１１年度

千円 千円 千円 千円 千円

令和４年度 令和７年度 使用料収入

42,834 ～ 6,978 ～ 35,856 35,856
令和６年度 令和１３年度

千円 千円 千円 千円 千円

施 設 運 転 令和７年度 使用料収入

管 理 業 務 83,000 令和６年度 24,681 ～ 58,319 58,319
委 託 事 業 令和８年度

限度額に同じ

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　項 限　　　度　　　額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左 の 財 源 内 訳

金　　額金　　額

平成１７年度以降の借入に
ついて借入金の利子相当額

千円

千円

千円

千円

伊 予 市 下 水
浄化センター
シ ー ケ ン サ
設備更新事業
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1． 円 円 円

　 (1) 251,454,000

(2) 117,133,000

(3) 9,000 368,596,000

2．

　 (1) 29,233,000

(2) 33,275,000

(3) 245,796,000

(4) 65,679,000

(5) 490,438,000

(6) 4,114,000

(7) 1,000 868,536,000

△ 499,940,000

3．

　 (1) 1,000

(2) 310,320,000

（3） 3,800,000

（4） 260,491,000

（5） 1,061,000 575,673,000

4．

　 (1) 54,699,000

(2) 2,000 54,701,000 520,972,000

21,032,000

5．

(1) 1,000

減 価 償 却 費

特 別 利 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

資 産 減 耗 費

過 年 度 損 益 修 正 益

令和６年度　伊予市下水道事業会計予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

営 業 外 収 益
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(2) 1,000 2,000

6．

(1) 314,000

(2) 1,599,000 1,913,000 △ 1,911,000

19,121,000

25,750,071

44,871,071当年度未処分利益剰余金

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

そ の 他 特 別 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損
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1． 円 円 円 円

(1)

イ 1,883,219,231

ロ 1,136,360,302

△ 197,064,471 939,295,831

ハ 11,459,421,723

△ 1,627,235,087 9,832,186,636

ニ 1,658,450,132

△ 452,096,950 1,206,353,182

ホ 61,362

ヘ 1,414,616

△ 386,596 1,028,020

ト 64,476,000

△ 13,333,680 51,142,320

チ 178,627,275

14,091,913,857

14,091,913,857

　令和６年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

         （令和７年３月３１日）　　

（資産の部）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定
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2．

(1) 335,688,696

(2) 38,465,570

△ 503,000 373,651,266

373,651,266

14,465,565,123

3．

(1)

イ 2,923,812,567

(2) 34,092,872

(3) 300,000

2,958,205,439

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負債の部）

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債
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4．

(1)

イ 424,720,111

(2) 7,324,812

(3) 36,000,000

(4) 9,947,200

(5)

イ 3,791,000

ロ 846,000

4,637,000

482,629,123

5．

(1) 7,647,039,263

(2) △ 1,191,508,796

6,455,530,467

　 9,896,365,029

前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金
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6． 3,105,957,343

7．

(1)

イ 822,000,157

ロ 337,243,123

ハ 69,128,400

1,228,371,680

(2)

イ 80,000,000

ロ 30,000,000

ハ 80,000,000

ニ 44,871,071

234,871,071

1,463,242,751

4,569,200,094

14,465,565,123

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（資本の部）

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金
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1． 円 円 円 円

(1)

イ 1,883,219,231

ロ 1,136,360,302

△ 238,154,012 898,206,290

ハ 11,918,958,092

△ 2,013,944,399 9,905,013,693

ニ 1,663,177,405

△ 536,286,492 1,126,890,913

ホ 61,362

ヘ 1,414,616

△ 487,175 927,441

ト 64,476,000

△ 17,408,520 47,067,480

チ 5,454,546

13,866,840,956

13,866,840,956

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

固 定 資 産 合 計

　令和７年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

         （令和８年３月３１日）　　

（資産の部）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

有形固定資産合計
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2．

(1) 363,208,375

(2) 37,465,000

△ 442,000 400,231,375

400,231,375

14,267,072,331

3．

(1)

イ 2,728,510,732

(2) 26,768,060

(3) 300,000

2,755,578,792固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

資 産 合 計

（負債の部）

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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4．

(1)

イ 327,899,946

(2) 7,324,812

(3) 35,000,000

(4) 8,282,400

(5)

イ 3,826,000

ロ 871,000

4,697,000

383,204,158

5．

(1) 7,779,321,083

(2) △ 1,451,718,796

6,327,602,287

　 9,466,385,237

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

前 受 金
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6． 3,325,140,343

7．

(1)

イ 822,000,157

ロ 337,243,123

ハ 69,128,400

1,228,371,680

(2)

イ 80,000,000

ロ 30,000,000

ハ 80,000,000

ニ 57,175,071

247,175,071

1,475,546,751

4,800,687,094

14,267,072,331

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（資本の部）

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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　 １．　収 益 的 収 入 及 び 支 出

２．　資 本 的 収 入 及 び 支 出

予　算　実　施　計　画　見　積　書



 



収　　入

（１款）下水道事業収益 (千円)

区 分 金　額

1. 営 業 収 益 379,788 392,498 △ 12,710

1. 下水道使用料 277,600 276,600 1,000 下 水 道 使 用 料 277,600 公共下水道使用料 240,000

特定環境保全公共下水道使用料 11,000

大平農業集落排水使用料 22,000

中山農業集落排水使用料 4,600

2. 102,179 115,889 △ 13,710 雨水処理負担金 102,179

9. そ の 他 9 9 0 手 数 料 9 督促手数料 1

営 業 収 益 排水設備指定工事店登録手数料等 8

2. 営業外収益 551,380 574,926 △ 23,546

1. 受 取 利 息 1 1 0 預 金 利 息 1

及 び 配 当 金

2. 他会計補助金 282,802 309,572 △ 26,770 一般会計補助金 282,802

3. 補 助 金 7,500 3,800 3,700 国 庫 補 助 金 7,500

4. 260,210 260,491 △ 281 長期前受金戻入 260,210 補助金等の収益化額 260,210

5. 消費税及び地方 1 1 0 消費税及び地方 1

消費税還付金 消 費 税 還 付 金

6. 雑 収 益 866 1,061 △ 195 下 水 道 施 設 20 浄化センター占用料 10

占 用 料 ポンプ場占用料 10

下 水 道 施 設 843 浄化センター目的外使用料 843

目 的 外 使 用 料

延 滞 金 1 受益者負担金延滞金 1

そ の 他 雑 収 益 2

3. 特 別 利 益 2 2 0

雨水処理負担金

長期前受金戻入

令和７年度　伊予市下水道事業会計予算実施計画見積書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明
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2. 過 年 度 損 益 1 1 0 過 年 度 損 益 1

修 正 益 修 正 益

3. 1 1 0 その他特別利益 1

931,170 967,426 △ 36,256

支　　出

（１款）下水道事業費用 (千円)

区 分 金　額

1. 営 業 費 用 873,656 897,722 △ 24,066

1. 管 渠 費 23,581 32,148 △ 8,567 印 刷 製 本 費 700 内水ハザードマップ印刷製本費 700

委 託 料 21,800 公共下水道台帳更新業務委託料 9,000

管渠清掃業務委託料 1,800

8,000

大平地区不明水調査業務委託料 3,000

修 繕 費 1,000 管渠施設修繕費 1,000

保 険 料 81 下水道賠償責任保険料 81

2. ポ ン プ 場 費 44,643 35,360 9,283 給 料 7,878 職員2人 7,878

手 当 等 3,552 扶養手当 396

通勤手当 75

時間外勤務手当 125

管理職手当 377

管理職員特別勤務手当 66

期末勤勉手当 2,393

児童手当 120

賞 与 引 当 金 937 令和8年度6月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 937

法 定 福 利 費 3,449 共済組合負担金等 2,560

市町総合事務組合退職手当負担金 889

法 定 福 利 費 213 賞与引当金にかかる共済組合負担金 213

その他特別利益

節
説　　　　　　　明

合　　　　　計

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

下吾川地区雨水整備業務委託料
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引 当 金 繰 入 額

備 消 品 費 16 ポンプ場用備消品費 16

燃 料 費 50 ポンプ場用燃料費 50

光 熱 水 費 95 ポンプ場用光熱水費 95

通 信 運 搬 費 108 電話回線使用料 108

委 託 料 15,082 ポンプ場管理業務委託料 12,450

自家用電気工作物保安管理業務委託料 432

ポンプ場消防設備保守点検業務委託料 90

ポンプ場地下タンク点検業務委託料 110

沈砂池等清掃業務委託料 2,000

修 繕 費 4,500 ポンプ場施設修繕費 4,500

動 力 費 7,209 電力代金 6,630

Ａ重油代金 187

軽油代金 62

灯油代金 330

補 助 金 1,548 下水放流協力費補助金 1,548

保 険 料 6 建物共済保険料 6

3. 処 理 場 費 264,587 268,050 △ 3,463 給 料 7,791 職員2人 7,791

手 当 等 2,970 扶養手当 234

住居手当 318

通勤手当 24

時間外勤務手当 313

期末勤勉手当 1,961

児童手当 120

賞 与 引 当 金 1,104 令和8年度6月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 1,104

法 定 福 利 費 3,852 共済組合負担金等 2,367

市町総合事務組合退職手当負担金 1,485

法 定 福 利 費 252 賞与引当金にかかる共済組合負担金 252

引 当 金 繰 入 額
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旅 費 11 普通旅費 11

備 消 品 費 16 維持用備消品費 16

燃 料 費 61 処理場用燃料費 61

光 熱 水 費 12,208 電気料金 12,120

水道料金 88

通 信 運 搬 費 1,010 電話回線使用料 996

郵便料 14

委 託 料 223,253 処理場運転管理業務委託料 182,005

脱水汚泥処分業務委託料 41,248

手 数 料 2,339 浄化槽法定検査手数料 52

処理場用手数料 2,287

賃 借 料 50 用地賃借料 50

修 繕 費 9,500 処理場施設修繕費 9,500

保 険 料 170 下水道賠償責任保険料 17

建物共済保険料 153

4. 総 係 費 49,180 67,611 △ 18,431 給 料 12,340 職員3人 12,340

手 当 等 6,135 扶養手当 648

住居手当 585

通勤手当 51

時間外勤務手当 305

管理職等手当 377

管理職員特別勤務手当 66

期末勤勉手当 3,323

児童手当 780

賞 与 引 当 金 1,785 令和8年度6月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 1,785

報 酬 110 審議会委員報酬 110

法 定 福 利 費 6,252 共済組合負担金等 3,913

市町総合事務組合退職手当負担金 2,339

法 定 福 利 費 406 賞与引当金にかかる共済組合負担金 406
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引 当 金 繰 入 額

旅 費 24 普通旅費 24

報 償 費 600 受益者負担金前納報奨金 600

備 消 品 費 734 事務用備消品費 734

燃 料 費 76 車両用燃料費 76

印 刷 製 本 費 426 印刷製本費 426

通 信 運 搬 費 173 郵便料 173

委 託 料 3,728 財務会計システム保守委託料等 2,688

企業会計アドバイザリ業務委託料等 1,040

14,341 振込手数料 316

下水道使用料徴収事務手数料 13,518

口座引落手数料等 507

賃 借 料 275 下水道台帳システム賃借料 275

修 繕 費 522 備品等修繕料 522

負 担 金 148 90

38

地域資源環境資源センター負担金 20

補 助 金 520 520

食 糧 費 3 審議会食糧費 3

保 険 料 31 自動車損害保険料等 31

公 課 費 9 自動車重量税 9

貸 倒 引 当 金 442

繰 入 額 442

雑 費 100 100

5. 減 価 償 却 費 491,664 490,438 1,226 有 形 固 定 資 産 491,664 建物減価償却費 41,092

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 362,284

機械及び装置減価償却費 84,194

工具器具及び備品減価償却費 19

リース資産減価償却費 4,075

6. 資 産 減 耗 費 0 4,114 △ 4,114 固定資産除却費 0 0

手 数 料

愛媛県下水協会負担金

水洗便所改造資金利子補給金等

債権の不納欠損の当年度相当分の負担額

日本下水道協会負担金

審議会反訳料
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9. その他営業費用 1 1 0 雑 費 1

2. 営業外費用 55,669 64,701 △ 9,032

1. 支払利息及び 48,667 54,699 △ 6,032 企 業 債 利 息 48,667 44,760

3,907

2. 消 費 税 及 び 7,000 10,000 △ 3,000 消 費 税 及 び 7,000

地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

3. 2 2 0 そ の 他 雑 支 出 2

3. 特 別 損 失 345 2,103 △ 1,758

4. 過 年 度 損 益 345 345 0 過 年 度 損 益 345 過年度還付金 345

修 正 損 修 正 損

5. その他特別損失 0 1,758 △ 1,758 その他特別損失 0 0

4. 予 備 費 1,500 2,900 △ 1,400

1. 予 備 費 1,500 2,900 △ 1,400 予 備 費 1,500

931,170 967,426 △ 36,256

雑 支 出

企業債取扱諸費

合　　　　　計

下水道事業企業債支払利息

農業集落排水事業企業債支払利息
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（１款）資本的収入 (千円)

区 分 金　額

1. 企 業 債 160,900 116,000 44,900

1. 建 設 改 良 費 160,900 116,000 44,900 建 設 改 良 費 160,900 下水道事業債 85,500

等 の 財 源 に 等 の 財 源 に 過疎対策事業債 57,000

充てるための 充 て る た め の 下水道特別措置分企業債 18,400

企 業 債 企 業 債

2. 出 資 金 219,183 256,311 △ 37,128

1. 他会計出資金 219,183 256,311 △ 37,128 一般会計出資金 219,183

3. 補 助 金 140,000 61,500 78,500

1. 国 庫 補 助 金 140,000 61,500 78,500 国 庫 補 助 金 140,000

4. 分担金及び 5,510 9,510 △ 4,000

負 担 金 1. 受益者負担金 5,510 9,510 △ 4,000 受 益 者 負 担 金 5,500

区 域 外 流 入 10

分 担 金 　 　 　

525,593 443,321 82,272合　　　　　計

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収　　入

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明
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（１款）資本的支出 (千円)

区 分 金　額

1. 建設改良費 327,525 182,171 145,354

1. 管 渠 整 備 24,500 50,439 △ 25,939 工 事 請 負 費 24,500 下吾川地区汚水管渠布設工事 10,000

事 業 費 供用区域内汚水管渠布設工事 5,000

宅内桝設置工事 7,500

マンホール取替工事 1,000

補修工事 1,000

2. ポンプ場整備 285,000 45,000 240,000 委 託 料 285,000 190,000

事 業 費 大谷ポンプ場改修工事委託料 70,000

下水道施設再構築基本設計業務委託料 25,000

3. 処 理 場 整 備 10,700 78,904 △ 68,204 工 事 請 負 費 10,700 2,200

事 業 費 流量計取替工事 3,000

緊急対応工事 5,500

5. 固 定 資 産 0 503 △ 503 固 定 資 産 0

購 入 費 購 入 費

6. リ ー ス 債 務 7,325 7,325 0 リ ー ス 債 務 7,325 脱水汚泥移送設備リース債務 4,224

支 払 額 支 払 額 シーケンサ設備リース債務 3,101

2. 企 業 債 428,522 494,211 △ 65,689

償 還 金 1. 企業債償還金 428,522 494,211 △ 65,689 企 業 債 償 還 金 428,522 建設企業債元金償還金 374,396

特別措置債元金償還金 54,126

3. 予 備 費 1,000 1,000 0

1. 予 備 費 1,000 1,000 0 予 備 費 1,000

757,047 677,382 79,665合　　　　　計

支　　出

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明

大谷ポンプ場他排水施設改修工事委託料

下水浄化センター空調設備更新工事
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